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○南九州市罹災証明書等交付要綱 

令和７年２月７日 

告示第16号 

（趣旨） 

第１条 この告示は，災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）

第90条の２第１項の規定に基づき，市内で発生した災害により生じた被害の状

況に対する罹災証明書及び被災証明書（以下「証明書」という。）の交付につい

て，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 災害 法第２条第１項第１号の規定による災害（火災を除く。）をい

う。 

（２） 罹災 災害により市内で被害を受けたこと及びその被害をいう。  

（３） 居住 世帯員が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。  

（４） 住家 居住のために使用している建物で，市内に所在しているものを

いう。 

（５） 住家以外の資産 住家以外の建物，建物に付随する外構，家財道具，

自動車及び事業用資産で，市内に所在しているものをいう。 

（６） 罹災物件 罹災した住家及び住家以外の資産をいう。 

（７） 罹災者 自ら居住する住家又は自ら使用する住家以外の資産が罹災し

た者をいう。 

（８） 外観調査 罹災物件の外部の損傷状況を目視で把握し，傾斜，浸水深

等を計測する調査をいう。 

（９） 立入調査 罹災者立会いのもと罹災物件に立ち入り，内部の罹災状況

を目視で把握する調査をいう。 

（10） 実地調査 外観調査又は立入調査をいう。 

（11） 再調査 既に証明書を交付した罹災物件について，再度その罹災状況

を調査することをいう。 

（証明書の内容） 

第３条 証明書の内容は，次に掲げるとおりとする。 

（１） 罹災証明書 法第90条の２第１項の規定に基づく被害の程度を証明す

る書面をいう。 

（２） 被災証明書 住家以外の資産について，罹災した事実を証明する書面

をいう。 

２ 証明書は，災害による被害額及び被害の危険度は証明しないものとする。  
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（証明書の交付申請） 

第４条 証明書の交付を受けようとする罹災者（以下「申請者」という。）は，

証明書交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，公的身分証明書等を提示さ

せること等により，当該申請者の本人確認を行わなければならない。  

３ 申請書の提出期限は，罹災した日の翌日（以下「基準日」という。）から起

算して３月以内とする。ただし，３月以内に申請書を提出することができない

相当の理由があると市長が認めた場合については，この限りでない。  

４ 罹災物件が申請者の所有でない場合については，申請者は申請書を提出する

ことについて，あらかじめ所有者の承諾を得ておかなければならない。  

（証明書の交付） 

第５条 市長は，前条の規定による申請書の提出があったときは，その内容を確

認し，次条に規定する実地調査を行い，罹災が認められ，かつ，その被害の程

度が別表に定める認定基準に該当すると認められる場合には，住家にあっては

罹災証明書（第２号様式）を，住家以外の資産にあっては被災証明書（第３号

様式）を申請者に交付するものとする。 

（実地調査） 

第６条 実地調査は，立入調査により行うものとする。ただし，次の各号のいず

れかに該当する場合は，外観調査により行うことができるものとする。  

（１） 多数の証明書を短期間のうちに交付する必要がある場合  

（２） 被害の状況により立入調査を要しないと判断する場合 

２ 前項の規定にかかわらず，申請者から罹災状況を示す写真（当該申請者が罹

災した箇所を既に修復している場合にあっては，修復状況を示す写真及び当該

修復の費用に係る請求書，領収書又は見積書）の提出があり，実地調査の必要

がないと市長が認める場合は，これを省略することができる。 

３ 実地調査における被害の程度の認定については，災害に係る住家の被害認定

基準運用指針（平成13年６月28日府政防第518号）に基づいて行うものとする。 

（再調査） 

第７条 罹災証明書の交付を受けた罹災者が，当該証明書により証明された事項

について不服があるときは，当該証明書交付の日から起算して１月以内に，住

家被害認定再調査申請書（第４号様式。以下「再調査申請書」という。）に交付

を受けた全ての罹災証明書を添付して市長に提出しなければならない。ただし，

再調査を申請することができる回数は１回とする。 

２ 市長は，前項の規定による再調査の申請があったときは，公的身分証明書等

を提示させること等により，当該申請者の本人確認を行わなければならない。  
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３ 市長は，再調査申請書を審査し，再調査の必要があると認めたときは，再調

査が必要な箇所について実地調査を行い，罹災が認められた場合には，罹災証

明書（第２号様式）を罹災者に交付するものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず，再調査を実施した罹災物件について罹災者から

再び不服がある場合は，市長は特に再調査を行う必要があると認める場合に限

り，１回を限度に再調査を実施することができるものとする。 

（証明書の再交付） 

第８条 第５条及び前条に規定する証明書の交付を受けた罹災者は，証明書を紛

失し，又は破損した場合，証明書の再交付を受けたいときは，証明書再交付申

請書（第５号様式。以下「再交付申請書」という。）を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，公的身分証明書等を提示さ

せること等により，当該申請者の本人確認を行わなければならない。  

３ 再交付申請書の提出期限は，基準日から起算して１年以内とする。ただし，

市長が特に必要であると認める場合については，この限りでない。  

（代理人） 

第９条 申請者に代わり，第４条，第７条及び前条に規定する手続を行うことが

できる者は，罹災者から委任を受けたものであって，申請書，再調査申請書又

は再交付申請書の委任欄に代理人の氏名等を記載して市長に提出しなければな

らない。 

（手数料） 

第10条 証明書の交付に係る手数料は，免除する。 

（その他） 

第11条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。  

附 則 

この告示は，令和７年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

被害の程度 認定基準 

全壊 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの（住家全部が

倒壊，流出，埋没又は住家の損壊が甚だしく，補修により元どお

りに再使用することが困難なもので，具体的には，住家の損壊若

しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の 70％以上

に達した程度のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を

住家全体に占める損害割合で表し，その住家の損害割合が50％以

上に達した程度のもの） 
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大規模半壊 居住する住家が半壊し，構造耐力上主要な部分の補修を含む大規

模な補修を行わなければ当該住家を使用することが困難なもの

で，具体的には，損壊部分がその住家の延床面積の50％以上70％

未満のもの，又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体

に占める損害割合で表し，その住家の損害割合が40％以上50％未

満のもの 

中規模半壊 居住する住家が半壊し，居室の壁，床又は天井のいずれかの室内

に面する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなけれ

ば当該住家に居住することが困難なもので，具体的には，損壊部

分がその住家の延床面積の30％以上50％未満のもの，又は住家の

主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

し，その住家の損害割合が30％以上40％未満のもの 

半壊 住家がその居住のための基本的機能を一部喪失したもの（住家の

損壊が甚だしいが，補修をすれば元どおりに再使用ができる程度

のもので，具体的には，損壊部分がその住家の延床面積の20％以

上30％未満のもの，又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住

家全体に占める損害割合で表し，その住家の損害割合が20％以上

30％未満のもの） 

準半壊 住家が半壊に準ずる程度の損傷を受けたもので，具体的には，損

壊部分がその住家の延床面積の10％以上20％未満のもの，又は住

家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し，その住家の損害割合が10％以上20％未満のもの 

準半壊に至らな

い（一部損壊） 

全壊，大規模半壊，中規模半壊，半壊又は準半壊に至らない程度

の住家の損壊で，補修を必要とする程度のもの 

床上浸水 住家の床以上に浸水したもの又は全壊，大規模半壊，中規模半壊

若しくは半壊には至らないが，土砂等の堆積のため一時的にその

住家を使用することができない程度のもの 

床下浸水 床上浸水には至らない程度に浸水したもの 

備考１ この表において損壊とは，住家が被災により損傷，劣化，傾斜等何ら

かの変化が生じたことにより，補修しなければ元の機能を復元し得ない状

況に至った状態をいう。 

２ この表において住家の床とは，住家の床組の上に張られた仕上げ面の

ことをいう。 

３ 集合住宅にあっては，原則として１棟全体で判定し，その判定結果をも

って各住家の被害の程度として認定する。ただし，各住家間で明らかに被

害の程度が異なる場合は，住家ごとに被害の程度を認定するものとする。 
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４ この表における被害の程度は，被害の危険度，被害額その他民事上の権

利義務に係る事項を証明するものではない。 
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第１号様式（第４条関係） 

第２号様式（第５条関係） 

第３号様式（第５条関係） 

第４号様式（第７条関係） 

第５号様式（第８条関係） 

 


